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1. 日本の原子力損害賠償制度の概要
原子力損害賠償法（1961年施行、10年毎に改正）

 「被害者保護」と「原子力産業の健全な発達」を目的に、民法の特別法として制定。

 原子力損害の発生に備えた対策

 事業者の責任（無過失責任・責任集中・無限責任）
 損害賠償措置（民間保険、政府補償契約、供託）の義務付け
 賠償措置額を超える場合の政府の援助
 紛争審査会による紛争解決スキーム（指針策定・和解仲介）

民間責任保険契約 政府補償契約

地震、噴火、津波 等一般的な事故

原子力事業者（無過失責任・責任集中）

損害額

被 害 者

賠償

賠償措置額

1,200億円

原子力損害の範囲等の判定指針

和解の仲介（ＡＤＲ）

原子力損害賠償
紛争審査会

原賠法第１６条

原賠法第１８条

異常に巨大な天災地変、
社会的動乱

政府

措置

原賠法第１７条原賠法第１０条

原賠法第３条第１項ただし書

具体化

必要と認めるときは政府の援助

原子力損害賠償・廃炉等支援機構による資金援助
（原子力事業者の相互扶助による支援スキーム）

原子力事業者による負担（無限責任） 事業者の免責

原賠法第８条
原賠法第７条

政府の措置
被災者の救助及び被害の拡
大の防止のため必要な措置



2011/3/11 東日本大震災発生

 4/11 原子力損害賠償紛争審査会設置（第１回会合は4/15開催）

4/28 第１次指針策定（政府指示等に伴う損害）

5/16 専門委員による17分野の被害・損害の詳細調査開始（～7/14審査会報告）

5/31 第２次指針策定（いわゆる風評被害や避難生活等に伴う精神的損害）

6/20 第２次指針追補策定（損害額の算定方法に関する補足）

8/5 中間指針策定（原子力損害の範囲の全体像）

（8/30 東京電力が賠償基準等の本賠償手続きを公表（9月から本賠償受付開始））

9/1 ADRセンター 和解仲介手続き開始

12/6 中間指針追補（自主的避難等に係る損害）

2012/3/16 中間指針第２次追補（避難区域等の見直し等に係る損害）

2013/1/30 中間指針第３次追補（農林漁業・食品産業の新基準値等による風評被害による損害）

12/26 中間指針第４次追補（避難指示の長期化等に係る損害）

（2022/3 東京電力による賠償に係る７つの高裁判決が確定）

2022/4/26 専門委員による確定判決の調査・分析を決定

2022/12/20 中間指針第５次追補（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

2. 福島事故後の対応
（１）原子力損害賠償紛争審査会の主な動き

 原子力損害に該当する蓋然性の高いものから順次指針として提示



中間指針による損害の類型化の概要
避難等による損害（避難費用、精神的損害等
について、対象区域や期間を明示）

自主的避難者・滞在者の
精神的損害

風評被害（一般的基準・損害類型・対象
となる産業・産品・地域を類型的に明示）

間接被害（一次被害者との関係で、必
然的に生じたとして相当因果関係が認
められる損害の範囲を類型的に明示）

財産、営業、就労不能等
の各種損害



2. 福島事故後の対応

（２）原子力損害賠償紛争解決センター（ADRセンター）による
和解の仲介

被害者

賠償金の支払い（東京電力）

東京電力

文部科学大臣

和解の仲介原子力損害賠償紛争解決センター
（ADRセンター）

裁判所
訴訟

賠償の範囲、算定方法等の明瞭化

指針の策定

直接請求・賠償

合
意
成
立

合
意
不
成
立

合意不成立 合
意
成
立

判 決

原子力損害賠償紛争審査会
（原賠審）

約364万件

申立：約3.0万件

約700件

※件数はいずれも令和5年12月末までの累計

合意不成立 約
2.3
万
件
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和解成立

累計終了件数 29,106件 96.4%
未済件数

1,079件 3.6％

和解成立 23,124件 79.4%
打切り等
8.9%

取下げ
11.7%

令和5年末時点における取扱状況の内訳
100％0％ 50％

申
立
件
数

 「和解の仲介」の実施組織として、弁護士会の協力も得て、仲介委員や調査官とし
て多くの弁護士を確保し、2011年9月から稼働。

 紛争の1%弱に当たる約3万件の申し立てがあり、そのうち約80%で和解成立。

申
立
人
数



原告
数

帰還困難
区域

居住制限
区域

避難指示解
除準備区域

緊急時避難
準備区域

自主的避難等
対象区域

県南・丸森 区域外

仙台高裁いわき 210 1600 1100 1100 300 8

東京高裁小高 335 950 950

仙台高裁生業 3864 1600 1150 1100 280 51(子供・妊婦)
17(一般)

34(子供・妊婦)
13(一般)

6-11(子供・妊婦)
0(一般)

東京高裁前橋 137 1500 1200 1100 260-300
60-70(子供)
40-60(妊婦)
30-40(一般)

仙台高裁中通り 52 30

東京高裁千葉 45 1550-1850 1150-1200 900-1250 230/265 50(子供・妊婦)
30(一般)

高松高裁松山 25 1320 366 146(子供・妊婦)
70(一般)

３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

 2013年末の４次追補までの中間指針策定により、賠償請求の99%は、東電との直接交

渉、または、ADRによる和解仲介で解決。

 一方で、和解に至らなかったADR集団申立が訴訟に移行するなど、各地で集団訴訟が

提起（約40件）。

 2022年3月、７つの高裁判決の東電賠償に係る部分が確定。確定判決を踏まえた中間

指針見直しの要請が高まり、2022年4月に紛争審査会は、見直しに向けた検討に着手。

（１）策定に至る経緯

表 確定した高裁判決の概要



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

（２）検討の進め方

 確定判決を詳細に調査・分析するため、専門委員（裁判官経験者、弁護士

を含む法律の学識経験者５名）を選任。

専門委員

青野 洋士 公証人

大塚 直 早稲田大学大学院法務研究科教授

日下部 真治 弁護士

末石 倫大 弁護士

米村 滋人 東京大学大学院法学政治学研究科教授

 専門委員は調査・分析結果として、指針見直しに係る具体的論点を抽出

（2022年9月中間報告、同年11月最終報告）

 紛争審査会は、現地調査（2022年8月）と専門委員の調査・分析結果をもと

に、同年12月20日に第５次追補策定。



〇中間指針をどの程度斟酌すべきか
（斟酌できる）

「中間指針が合理的なものと認められれば、中間指針を斟
酌して慰謝料額を算定することは妨げられない」【東京高
裁小高。東京高裁千葉も同趣旨】

（拘束されない）

「自主的解決に資する一般的な指針であり、個別の紛争解
決のすべての基準となるものでない」【仙台高裁いわき。

東京高裁小高、東京高裁前橋、仙台高裁中通りも同趣
旨】

（中間指針を超えることを当然視）

「東電による任意の支払を期待するという要素を考慮に入
れずに損害額を定める場合は、中間指針における基準
額より高額となることは、自然な結果」【仙台高裁生業】

「中間指針等における基準賠償額より高額になることは、
ある意味では当然の結果」【高松高裁松山】

３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

Ⅰ 全般的な論点

（３）見直しの論点

【 各判決における中間指針の全般的評価 】

 専門委員は、「中間指針の合理性や示された基準額について多くは否定的ではないが、
あくまで一般的な指針であり裁判規範ではないことから、裁判所は拘束されるものではな
いという判断が前提となっている点では共通すると考えられる。」と分析。

〇中間指針の合理性
（肯定的）

「中間指針等や賠償基準に示された考え方は、そ
の内容をみても、その策定経緯に照らしても、基
本的に不法行為による損害賠償請求において一
般的に採用されている考え方に立脚するもので
あって、合理性を有する」【東京高裁千葉。東京高
裁小高、東京高裁前橋、仙台高裁中通りも同趣
旨】

（否定的）

「東電側が任意の支払を拒否することのないように
定められた」【仙台高裁生業】

「和解金的な色彩があることは否定できないから、
中間指針等の定める賠償基準額が控えめな金額
にとどまっていることも否定できない」【高松高裁
松山】



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

【 各判決の損害の捉え方と中間指針見直しにおける方針 】
 専門委員は、以下の通り分析。

 各判決における被侵害利益や精神的損害の捉え方が一様ではなく、これまでの学説
とも異なる

 損害項目の設定や損害額の算定方法は一様ではなく、従来の賠償実務や中間指針
との異同も一様でない

 もっとも、損害類型や認容額は一様でないものの、慰謝料総額は同水準にある

Ⅰ 全般的な論点

原告数 被侵害利益 慰謝料算定方法

仙台高裁いわき 210 包括的平穏生活権 ３類型※

東京高裁小高 335 居住・移転の事由、平穏生活権という人格的利益
生活基盤に関する利益

２類型

仙台高裁生業 3864
包括的生活利益としての人格権
生存と人格形成の基盤
日常的な幸福追求による自己実現

３類型※

東京高裁前橋 137 平穏な日常生活を送り、自己の人格を形成、発展さ
せる人格的利益（平穏生活権）

一括して個別算定

仙台高裁中通り 52 （権利利益という形で明示せず） 一括して算定

東京高裁千葉 45 （権利利益という形で明示せず） ２類型

高松高裁松山 25 人格関係や共同体、自然環境等を含む人的、物的基
盤でいる包括的生活利益

３類型※

表 確定した高裁判決の概要

※２類型（日常生活阻害慰
謝料、生活基盤喪失・変容
慰謝料）の判決と比較し、
「避難を余儀なくされた慰
謝料」を独立の損害項目と
して算定



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

 損害類型や認容額は一様でないものの、慰謝料総額は同水準にある要因として、
 判決は、原告の構成が損害類型や認容額に少なからず影響

 中間指針は、多数の被害者を迅速・公平・適正に救済する観点から、特に、区域
の違いや避難指示解除・帰還の時期で不公平感が生じないことを重視

 最終的には、見直しによる慰謝料総額に留意しながら、「従来からの一貫性や継続
性を重視し、中間指針の構造を維持しつつ、新たに類型化された損害を取り込む」こ
ととされた。

Ⅰ 全般的な論点

原告
数

帰還困難
区域

居住制限
区域

避難指示解
除準備区域

緊急時避難
準備区域

自主的避難等
対象区域

県南・丸森 区域外

仙台高裁いわき 210 1600 1100 1100 300 8

東京高裁小高 335 950 950

仙台高裁生業 3864 1600 1150 1100 280 51(子供・妊婦)
17(一般)

34(子供・妊婦)
13(一般)

6-11(子供・妊婦)
0(一般)

東京高裁前橋 137 1500 1200 1100 260-300
60-70(子供)
40-60(妊婦)
30-40(一般)

仙台高裁中通り 52 30

東京高裁千葉 45 1550-1850 1150-1200 900-1250 230/265 50(子供・妊婦)
30(一般)

高松高裁松山 25 1320 366 146(子供・妊婦)
70(一般)



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

 第五次追補では、以下の損害を新たに類型化

 『避難を余儀なくされたこと』による精神的損害【新類型】

 生活基盤喪失・変容による精神的損害【一部新類型】

 相当量の線量地域に一定期間滞在したことによる健康不安を基礎
に置く精神的損害【新類型】

 精神的損害の増額要因【ADR和解事例を基に類型化】

 自主的避難等による精神的損害【対象期間の見直し】

Ⅱ 損害に係る個別の論点

 本発表では、新たに類型化された背景や損害内容について概説する。



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

『避難を余儀なくされたこと』による精神的損害【新類型】

Ⅱ 損害に係る個別の論点

【見直しの背景】

 一部判決は、中間指針が類型化する「避難等に伴う精神的損

害」とは区別し、『避難を余儀なくされたこと』に着目した精神的

損害を独立の損害項目として認め、認容額も高額の傾向。

 独立の損害項目として取り扱っていなくても一定程度考慮してい

る判決もある。

 専門委員の調査・分析では、中間指針は本損害を「十分に考慮

しているとは言い難い」ことから類型化が必要とされ、第五次追

補では、慰謝料の考慮要素との重複を避けるため、避難所加算

と同様の「加算類型」として捉え、損害額の目安は、慰謝料総額

に留意して示された。

対象区域：1F半径20km, 2F半径10km圏内(桃・橙)
追加賠償：本件事故当初の過酷避難状況（注）による精神的損害につい

て、避難慰謝料に30万円を加算
（※避難指示が早期に解除された一部地域は15万円/人）

2011年4月21日までの避難指示区域

注： 「放射線に関する情報が不足する中で、被曝の不安と、今後の展開に関する見通しも示されない不
安を抱きつつ、着の身着のまま取るものも取り敢えずの過酷な状況の中で避難を強いられたこと」



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

『生活基盤喪失・変容』による精神的損害【一部新類型】

Ⅱ 損害に係る個別の論点

12

①

②

【生活基盤喪失による精神的損害】
対象区域：帰還困難区域 (②赤)
追加賠償：「生活基盤が著しく毀損」されたことによる精神的損害は４次追補で実質

的に類型化（700万円）されているが、各判決を踏まえて日常生活阻害
慰謝料の対象期間を10ヶ月延長し、慰謝料総額を100万円増額

【生活基盤変容による精神的損害（１）】
対象区域：居住制限区域・避難指示解除準備区域(②黄・緑) 
追加賠償：「生活基盤がかなりの程度毀損」されたこと（生活基盤変容）による精神

的損害を新設（250万円）
【生活基盤変容による精神的損害（２）】
対象区域：緊急時避難準備区域 (①青)
追加賠償：居住制限区域等に準じて新設（50万円）

【見直しの背景】
 専門委員の調査・分析では、「生活基盤喪失・変容」は、各判決が共通して捉

える損害であり、少なくとも「喪失」については４次追補で実質的に類型化され
ているが、「変容」については、４次追補策定当時（2013年末）は、損害の実態
が十分に把握・想定できていなかったことから新たに類型化が必要、とされた。

 損害額の目安は、各判決の慰謝料総額に留意し、過酷避難状況よる精神的
損害や日常生活阻害慰謝料との合計も考慮して示された。

2011年9月30日時点（緊急時避難準備区域解除前）

2013年8月3日時点



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

相当量の線量地域に一定期間滞在したことによる健康
不安を基礎に置く精神的損害【新類型】

Ⅱ 損害に係る個別の論点

【見直しの背景】

 本精神的損害の根拠は、事故発生から約1か月後に避難

指示が出され、実際に避難を完了するまでに一定期間を

要した計画的避難区域の居住者が抱いた放射線被曝の

恐怖・不安。

対象区域：計画的避難区域(黄) 、特定避難勧奨地点(緑点)
追加賠償：相当量の線量地域（避難指示対象の年間積算線量

20mSv超）に一定期間滞在したことによる健康不安に基
礎を置く精神的損害について、避難慰謝料に30万円（子
供・妊婦は60万円）を加算

2011年9月30日時点（緊急時避難準備区域解除前）

 中間指針はもとより、確定判決にも該当事例はないが、ADRや複数の係属中の後続

訴訟の地裁判決において、賠償対象とした事例があり。

 健康不安を直接の賠償対象とし得るか、政府の避難指示の遅れに起因していることか

ら東電の責任を問えるか等の論点があったが、自主的避難等対象区域の滞在者が抱

く不安を超えるものとして、法的保護に値する損害とされた。



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

精神的損害の増額要因【ADR和解事例を基に類型化】

Ⅱ 損害に係る個別の論点

ADRセンターにおける和
解仲介実務を踏まえ、通
常と比べて精神的苦痛が
大きくなることが一般的な
ものを、慰謝料の増額事
由・目安額として指針に
類型化し、直接請求の場
で広く適用。

慰謝料の増額事由 増額の目安額

① 要介護状態にあること 1人月額３万円

② 身体又は精神の障害があること 1人月額３万円

③ ①又は②の者の介護を恒常的に行ったこと 1人月額３万円
(複数の介護者がいる場合は主たる介護者)

④ 乳幼児の世話を恒常的に行ったこと 乳幼児（満３歳に満たない者）：１人月額３万円
満３歳以上小学校就学前の幼児：１人月額１万円

⑤ 妊娠中であること 事故時妊娠：30万円
事故後妊娠：妊娠期間中月額３万円

⑥ その他の事由 個別具体的事情を踏まえて増額

【見直しの背景】

 ADRセンターは、和解仲介で多くの事案に共通する論点の解決基準等を「総括基準」として整理・公表している。

 この総括基準のうち、東電による直接賠償においても広く適用され、迅速・公平・適正な賠償の促進が期待されるも

のについて、指針として類型的に示すべきとされた。

 ５次追補における類型化に当たっては、被害者負担の軽減の観点から、目安額の設定や立証負担の軽減につなが

る増額事由認定に係る考え方を示している。

 東電においても、５次追補において個別具体的事情を踏まえて増額とされた事由についても、例えば、重度又は中

等度の持病や家族別離・二重生活について、具体的対象となる場合の独自類型を示している。



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

自主的避難等による精神的損害【対象期間の見直し】

Ⅱ 損害に係る個別の論点

【見直しの背景】

 当初（2011/8）の中間指針でも相当因果関係の範囲の類型化の議論が難しく、

4ケ月遅れの１次追補で、対象区域・期間・属性に応じて避難の実施の有無に

関わらず定額とする類型化の考え方を示した。

 確定判決は、原告の請求に応じた個別判断以外に、特に類型的扱いをする判

決は、考え方（対象区域・期間、算定方法等）にばらつきがある。

 専門委員の調査・分析では、中間指針との比較において、以下の２点が論点とされた。

【自主的避難等対象区域（青）】
 ＜子供・妊婦＞現行指針の扱いから変更せず
 ＜上記以外＞2012/12まで賠償対象期間を延長し12万円増額
【自主的避難等対象区域外（白）】
現行指針の扱いから変更せず
※ただし、県南地域・宮城県丸森町に対しては東電が自主的に賠償した

中間指針第一次追補（2011/12）
【事故当初の時期】
自主的避難等対象区域の妊婦・子供以外
の者(8万円)

【 2011/12末まで】
自主的避難等対象区域の妊婦・子供(40万
円)

【2012/1以降】
個別の事例・類型毎に合理性を有する場合

• 自主的避難等対象区域の範囲の妥当性：

対象区域の市町村の住民は一律に賠償対象となりうるため、原発からの距離、避難区域との近接性等を総合的に勘案して設定

したことは合理性があり、区域の見直しは慎重に対応すべき

• 賠償期間の妥当性：

妊婦・子供以外の者について、低線量被曝への不安だけでは賠償対象の損害の基礎とはなり得ないが、残存する後続事故への

不安と相まった複合的な不安が賠償の対象となるとして、政府による安全宣言がだされた2011/12末まで賠償期間を延長すべき。



３. 中間指針第５次追補の策定
（集団訴訟の確定判決等を踏まえた見直し）

 係属中の後続訴訟における損害の認定から影響を受ける要素

Ⅲ その他の論点

 専門委員による調査・分析では、

(1) 確定判決にも中間指針にもない損害が係属中の後続訴訟に潜んでいないか

→ 現時点で留意すべきものは認められない（相当量の線量地域に一定期間滞在したことによ

る健康不安に基礎を置く精神的損害を除く）

(2) 認容額が中間指針や確定判決の水準から外れたものがあるか

→ 地裁判決の認容額はいずれの判決でも確定判決で認められた水準の範囲内

 既に確定した判決や和解済案件等がある場合の留意点

 専門委員による調査・分析では、

(1) 見直し後の中間指針の目安額と確定判決の認容額の差額を訴訟で請求できるか

→ 既判力（訴訟当事者は判決内容に拘束される）により遮断される可能性が高い

(2) 任意で弁済する場合

→ 非債弁済とみなされる可能性は低く、会社法第423条第1項に基づく取締役の任務懈怠責

任を問われる可能性は低い

（著者見解）2024/2上旬時点で、後続訴訟の高裁判決は６件出されているが、
いずれも５次追補の内容を超えるものではないと考えられる。



４. 課題と評価

 中間指針の効果

【被害者の視点】

 指針によって損害が類型化されたことで、被害者の立証負担軽減。

 事故から半年程度で本格的な賠償金支払いを実現した迅速性。

 透明性（審査会の公開）・説明性（指針に考え方や根拠の明記）が高いことから、被害

者にとっての受け入れ易さ。（裁判所も一定程度参照）

 ４次追補策定（2013年12月）から５次追補による見直し（2022年12月）まで９年あった

ことについては、遅すぎたとの意見。

【東京電力に対する効果】

 東電賠償基準の「ひな形」 → 被害者の受け入れやすさ

 ５次追補策定以降、後続訴訟で上告や控訴の取下げ、和解勧告の応諾など、訴訟対

応方針の変化。

【被害者救済・司法制度】

 紛争の大多数が任意解決（請求の99%以上が東電と直接和解）し、司法制度崩壊

を未然に防止。

※個人的見解であり組織を代表するものではない



４. 課題と評価

 中間指針の課題

【指針の性格】

 当初は、多数の被害者を迅速に救済するための「初動対応ツール」を想定

→ 深刻化した紛争だけがADRや訴訟に進む「一方通行」なシステム

 集団訴訟の結果を基に、指針を遡及的に見直すことの制度的是非

 東電と任意に和解できない被害者のための、訴訟によらない救済受皿として機能。

 「和解案の尊重」を東電が誓ったことも効果的に作用。

 自治体が先頭に立つ「集団申立」の場合、集団内で賠償に差が生じる和解案が受け

入れられず、結果的に時間的浪費に終わる例あり。（ADRの限界）

 ADR事務局スタッフ（非常勤の弁護士）の確保にも課題。

 ADRセンターの評価と課題

【指針の作用】

 指針における対象区域設定や金額の基準が、地域分断を生む副作用。

 地域の復興は、行政も一体となった復興支援策など、賠償以外の取り組みも不可欠。

※個人的見解であり組織を代表するものではない



ご清聴ありがとう
ございました
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